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法令及び定款に基づくインターネット開示事項

第88期（平成25年４月１日～平成26年３月31日）

① 連結計算書類の連結注記表

② 計算書類の個別注記表

法 令 及 び 定 款 第 1 6 条 の 規 定 に 基 づ き 、 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ
（http://www.nireco.jp/ir/kes_kou.html）に掲載することにより、株主の
皆さまに提供しているものであります。

表紙
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　：３社

連結子会社の名称：ミヨタ精密株式会社

仁力克股有限公司（台湾）

尼利可自動控制机器（上海）有限公司（中国）

なお、ニレコ計装株式会社については、平成25年10月１日付けで当社（株式会社ニ

レコ）と合併したため連結の範囲からのぞいております。

(2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3) 連結子会社等の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち仁力克股有限公司及び尼利可自動控制机器（上海）有限公司の

決算日は、12月31日であります。

連結計算書類の作成に当たっては同決算日現在の計算書類を使用しております。

ただし、１月１日から連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

１）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

２）たな卸資産

製品

見込生産品…………………先入先出法による原価法

（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

受注生産品…………………個別法による原価法

（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
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仕掛品…………………………個別法による原価法

（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

原材料…………………………先入先出法による原価法

（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品………………………… 終仕入原価法

（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

１）有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は、主として定率法（た

だし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）は定額法）を採用し、在外子会

社は主として定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　７～45年

機械装置及び運搬具　４～７年

２）無形固定資産（リース資産を除く）

…定額法

ソフトウェア（自社利用）の減価償却方法は、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。

３）リース資産………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日

以前のリース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

③　重要な引当金の計上基準

１）貸倒引当金………………………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

２）役員賞与引当金…………………役員賞与の支給に備えて、当連結会計年度にお

ける支給見込額に基づき計上しております。

３）工事損失引当金…………………受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連

結会計年度末における受注契約に係る損失見込

額を計上しております。
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４）役員退職慰労引当金……………役員の退職慰労金の支給に備えて、株主総会で

決議された役員退職慰労金打ち切り支給額のう

ち、将来支給見込額を計上しております。なお、

一部の連結子会社は、内規に基づく連結会計年

度末要支給額を計上しております。

④　退職給付に係る負債の計上基準

　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、計上しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理することとしております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により、費用処理しております。

　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務債務については、税効果を調整の上、

純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上し

ております。

⑤　重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高（受注生産品）及び完成工事原価の計上基準

イ　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

（受注生産品）

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

ロ　その他の工事（受注生産品）

工事完成基準

⑥　のれんの償却に関する事項

　のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

　平成22年４月１日以降に発生した負ののれんは、当該負ののれんが生じた連結会

計年度の利益として処理しております。

⑦　その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下

「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」とい

う。）を当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び
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退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金

資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識

数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付に係る負債に計上しておりま

す。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的

な取扱いに従っており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその

他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減しております。

　この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が349,027千円計上さ

れるとともに、その他の包括利益累計額が200,931千円減少しております。

３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 2,415,787千円

(2) 受取手形割引高 230,341千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 9,205,249株

(2) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基 準 日 効力発生日

平成25年６月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 76,459 10 平成25年３月31日 平成25年６月27日

平成25年10月31日
取 締 役 会

普通株式 76,614 10 平成25年９月30日 平成25年12月10日
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②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるも

の

　平成26年６月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事

項を次のとおり提案しております。

１）配当金の総額 76,613千円

２）配当の原資　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　利益剰余金

３）１株当たり配当額 10円

４）基準日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成26年３月31日

５）効力発生日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成26年６月27日

(3) 当連結会計年度末において発行している新株予約権の目的となる株式の種類及び数

普通株式 40,500株

５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、当連結会計年度末現在、必要な資金を内部資金で賄える状態に

あります。但し、当社における従業員インセンティブ・プラン「従業員持株ＥＳＯ

Ｐ信託」の導入に伴い、同信託は当社と一体であるとする会計処理を行なっている

ため、ＥＳＯＰ信託口「従業員持株ＥＳＯＰ信託」が行なった借入金が存在してお

ります。また、資金運用につきましては、主に預金や安全性の高い金融商品によっ

ております。

　デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用し、投機的な取引は行な

わないこととしております。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

当該リスクに対しては、営業管理規定等に基づき、与信管理を行なうとともに、取

引先の信用状況を把握する管理体制としております。また、海外で事業を行なうに

あたり生じる外貨建ての売掛金は、為替の変動リスクに晒されておりますが、重要

なものにつきましては必要に応じデリバティブ取引（為替予約取引）を利用してヘ

ッジしております。デリバティブ取引（為替予約取引）の開始・実行にあたっては、

個別契約ごとに管理部門の起案により、予約額等に応じて代表取締役の稟議決済あ

るいは取締役会決議を経て執行されます。また、取引の管理についても管理部門内

の資金担当者により集中管理しており、その内容は、随時、代表取締役及び担当役

員に報告しております。

　有価証券及び投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。当該

リスクに関しては、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握する体制としており

ます。
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　長期貸付金は、貸付先の信用リスクにさらされておりますが、そのほとんどが当

社グループ従業員への住宅取得支援等を目的とした貸付金であり、リスク回避のた

めに担保設定なども行なっておりますが、そのリスクは極めて限定されたものと考

えております。

　営業債務である支払手形、買掛金及び未払費用は、そのほとんどが６ヶ月以内の

支払期日であります。

　長期借入金は、前述の「従業員持株ＥＳＯＰ信託」によるもので、変動金利によ

るものであり、金利の変動リスクにさらされております。これについては、借入期

間が５年であり、そのリスクは限定されたものと考えておりますが、必要に応じて

デリバティブ取引（金利スワップ等）により、リスクのヘッジをいたします。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を

織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す

ることがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成26年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるも

のは含まれておりません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 4,842,266 4,842,266 －

(2) 受取手形及び売掛金 2,583,622 2,583,622 －

(3) 有価証券及び

投資有価証券 1,121,087 1,121,087 －

(4) 長期貸付金 212,293

貸倒引当金（＊１） △901

長期貸付金（純額） 211,391 203,580 △7,811

資産計 8,758,368 8,750,556 △7,811

(1) 支払手形及び買掛金 267,917 267,917 －

(2) 未払費用 334,274 334,274 －

(3) １年内返済予定の長期借入金及び長期借入金 112,000 112,000 －

負債計 714,191 714,191 －

（＊１）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似して

いることから、当該帳簿価額によっております。

(3) 有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引

所の価格又は取引金融機関等から提示された価格によっております。

(4) 長期貸付金

　当社では、長期貸付金の時価の算定は、その内訳のほとんどが当社グルー

プ従業員への貸付のため、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・

フローを国債の利回り等適切な指標の利率で割り引いた現在価値により算定

しております。

負債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 未払費用

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似して

いることから、当該帳簿価額によっております。

(3) １年内返済予定長期借入金及び長期借入金

　これらは変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映し、また、

当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と

近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額（千円）

非 上 場 株 式 50,170

６．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,473.38円

１株当たり当期純利益 50.40円
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７．重要な後発事象に関する注記

（自己株式の取得について）

　当社は平成26年５月16日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定によ

り読み替えて適用される同法第156条第１項の規定に基づき、自己株式を取得すること

及びその具体的な取得方法について決議し、自己株式の取得を以下のとおり実施いた

しました。

(1) 自己株式取得に関する取締役会の決議内容

①　取得する株式の種類

　当社普通株式

②　取得する株式の総数

　300,000株（上限）

③　取得する期間

　平成26年５月19日

④　取得価額の総額

　201百万円（上限）

⑤　取得の方法

　東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNet-3）による買付け

(2) 取得日

　平成26年５月19日

(3) その他

　上記市場買付による取得の結果、当社普通株式282,300株（取得価額189百万円）

を取得いたしました。

（株式報酬型ストックオプション（新株予約権）の発行について）

　当社は、平成26年５月26日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条及び

第240条の規定に基づき当社の取締役及び執行役員に対し新株予約権を発行すること

を決議いたしました。

(1) ストックオプションとして新株予約権を発行する理由

　取締役及び執行役員の報酬を株価上昇メリットのみならず株価下落リスクまでも

株主と共有する立場に置くことにより、株価上昇及び企業価値増大への意欲や士気

を一層高めることを目的とし、当社の取締役及び執行役員（取締役兼務者除く）に

対し、株式報酬型ストックオプションとして発行するものであります。

(2) 新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　当社普通株式13,400株

(3) 新株予約権の総数

　134個（１個につき100株）

(4) 新株予約権の割当を受ける者及び割当数

　当社取締役４名及び当社執行役員２名
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(5) 新株予約権の行使期間

　平成26年６月24日から平成46年５月31日まで

(6) 新株予約権の払込金額

　１円

(7) 新株予約権の割当日

　平成26年６月23日

(8) 新株予約権の払込期日

　平成26年６月23日

８．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法

②　その他有価証券……………………

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定。）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

①　製品

見込生産品………………………先入先出法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

受注生産品………………………個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

②　原材料………………………………先入先出法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

③　仕掛品………………………………個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(3) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

…定率法

但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額法を採用してお

ります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　７～45年

機械及び装置　４～７年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

…定額法

ソフトウェア（自社利用）の減価償却方法は、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。

－ 10 －
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③　リース資産…………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日

以前のリース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金…………………………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

②　役員賞与引当金……………………役員賞与の支給に備えて、当事業年度における

支給見込額に基づき計上しております。

③　工事損失引当金……………………受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事

業年度末における受注契約に係る損失見込額を

計上しております。

④　退職給付引当金……………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処理すること

としております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定

額法により費用処理しております。

⑤　役員退職慰労引当金………………役員の退職金の支給に備えて、株主総会で決議

された役員退職慰労金打ち切り支給額のうち、

将来支給見込額を計上しております。
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(5) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高（受注生産品）及び完成工事原価の計上基準

①　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事（受注生

産品）

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

②　その他の工事（受注生産品）

工事完成基準

(6) その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計

処理の方法は、連結財務諸表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

②　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 2,110,380千円

(2) 受取手形割引高 230,341千円

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 26,616千円

短期金銭債務 55,616千円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 151,709千円

仕入高 649,448千円

営業取引以外の取引高 59,745千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 1,763,071株
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５．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）

繰延税金資産

税務上の繰越欠損金 101,077

未払事業税等 1,929

貸倒引当金 27,342

未払賞与 91,169

役員賞与引当金 8,553

投資有価証券評価損 722

退職給付引当金 38,515

役員退職慰労引当金 4,510

棚卸資産評価損 33,309

工事損失引当金 33,241

株式報酬費用 8,064

会員権等評価損 3,547

その他 15,582

繰延税金資産小計 367,567

評価性引当額 △80,742

繰延税金資産計 286,824

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △43,398

繰延税金負債小計 △43,398

繰延税金資産の純額 243,425

（2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日

に公布され、平成26年４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課され

ないこととなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用す

る法定実効税率は、平成26年４月1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異

については従来の38.01%から35.64%になります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は

16,187千円減少し、法人税等調整額が19,073千円増加しております。

６．リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器及び情報処理機器の一部については、

所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。
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７．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

属 性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
と の 関 係

取 引 の 内 容
取 引 金 額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子 会 社 ミヨタ精密㈱
所有
直接 100.0％

当社製品の製造 当 社 製 品 の 製 造 586,126 買 掛 金 53,694

不動産の賃貸 不 動 産 の 賃 貸 16,818 ― ―

役員の兼任

（注）１．上記の取引については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定して

おります。

２．上記の取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております。

８．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,446.42円

１株当たり当期純利益 121.09円

９．重要な後発事象に関する注記

（自己株式の取得について）

　当社は平成26年５月16日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定によ

り読み替えて適用される同法第156条第１項の規定に基づき、自己株式を取得すること

及びその具体的な取得方法について決議し、自己株式の取得を以下のとおり実施いた

しました。

(1) 自己株式取得に関する取締役会の決議内容

①　取得する株式の種類

　当社普通株式

②　取得する株式の総数

　300,000株（上限）

③　取得する期間

　平成26年５月19日

④　取得価額の総額

　201百万円（上限）

⑤　取得の方法

　東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNet－３）による買付け

(2) 取得日

　平成26年５月19日

(3) その他
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　上記市場買付による取得の結果、当社普通株式282,300株（取得価額189百万円）

を取得いたしました。

（株式報酬型ストックオプション（新株予約権）の発行について）

　当社は、平成26年５月26日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条及び

第240条の規定に基づき当社の取締役及び執行役員に対し新株予約権を発行すること

を決議いたしました。

(1) ストックオプションとして新株予約権を発行する理由

取締役及び執行役員の報酬を株価上昇メリットのみならず株価下落リスクまでも

株主と共有する立場に置くことにより、株価上昇及び企業価値増大への意欲や士気

を一層高めることを目的とし、当社の取締役及び執行役員（取締役兼務者除く）に

対し、株式報酬型ストックオプションとして発行するものであります。

(2) 新株予約権の目的となる株式の種類及び数

当社普通株式13,400株

(3) 新株予約権の総数

134個（１個につき100株）

(4) 新株予約権の割当を受ける者及び割当数

当社取締役４名及び当社執行役員２名

(5) 新株予約権の行使期間

平成26年６月24日から平成46年５月31日まで

(6) 新株予約権の払込金額

１円

(7) 新株予約権の割当日

平成26年６月23日

(8) 新株予約権の払込期日

平成26年６月23日

10．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 15 －

個別注記表




